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表１ 設置方法②の設備に対する規則への適合性（地盤と地震） ［なお、ハッチング箇所は、設置方法②への要求事項ではないとみなす］ 

 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
設 
計 
基 
準 
対 
象 
施 
設 
の 
地 
盤 

第三条 
設計基準対象施設は、

次条第二項の規定により
算定する地震力（設計基
準対象施設のうち、地震
の発生によって生ずるお
それがあるその安全機能
の喪失に起因する放射線
による公衆への影響の程
度が特に大きいもの（以
下「耐震重要施設」とい
う。）及び兼用キャスクに
あっては、同条第三項に
規定する基準地震動によ
る地震力を含む。）が作用
した場合においても当該
設計基準対象施設を十分
に支持することができる
地盤に設けなければなら
ない。 

第３条 
別記１のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、兼用キャスク及びその周
辺施設（以下「兼用キャスク貯蔵施
設」という。）については、別記４
とおりとする。 

第四条 
設計基準対象施設

は、設置許可基準規則
第三条第一項の地震力
が作用した場合におい
ても当該設計基準対象
施設を十分に支持する
ことができる地盤に施
設しなければならな
い。 

第４条 
１ 第４条に規定する「十分に
支持することができる」とは、
実用発電用原子炉及びその附
属施設の位置、構造及び設備の
基準に関する規則（平成２５年
原子力規制委員会規則第５号。
以下「設置許可基準規則」とい
う。）第３条第１項の規定に基
づき設置許可で確認した設計
方針に基づき、設計基準対象施
設について、以下のいずれかを
満たすことをいう。 
一 兼用キャスク貯蔵施設以外
の設計基準対象施設にあって
は、自重や運転時の荷重等に加
え、設置許可基準規則第３条第
１項の地震力の各クラスに応
じて設置許可基準規則第４条
第２項の規定により算定する
地震力が作用した場合におい
ても、接地圧に対する十分な支
持力を有すること。 

― 
 

― 
 

― 
 

― 
 

  別記４ 第３条 
１ 第３条第１項に規定する「設計
基準対象施設を十分に支持するこ
とができる」とは、兼用キャスク貯
蔵施設について、自重その他の貯
蔵時に想定される荷重に加え、第
４条第２項の規定により算定する
地震力（兼用キャスクにあっては、
基準地震動による地震力を含む。）
が作用した場合においても、接地
圧に対する十分な支持力を有する
設計であることをいう。 
なお、兼用キャスクについては、上
記に加え、基準地震動による地震
力が作用することによって弱面上
のずれ等が発生しないことを含
め、基準地震動による地震力に対
する支持性能が確保されているこ
とを確認することが含まれる。 
 

  
二 兼用キャスク貯蔵施設にあ
っては、自重その他の貯蔵時に
想定される荷重に加え、設置許
可基準規則第４条第２項の規
定により算定する地震力（兼用
キャスクにあっては、基準地震
動による地震力を含む。）が作
用した場合においても、接地圧
に対する十分な支持力を有す
ること。 

― 
 

― 
 

― 
 

― 
 

 ただし、兼用キャスク
にあっては、地盤により
十分に支持されなくても
その安全機能が損なわれ
ない方法により設けるこ
とができるときは、この
限りでない。 

また、「安全機能が損なわれない方
法」とは、以下のいずれかの方法を
いう。 
・兼用キャスクを基礎等に固定し、
かつ、基準地震動による地震力が
地盤に作用することによりその
安全機能（第１６条第２項第１号
ハ及び第４項第１号から第３号
までに示す臨界防止機能、遮蔽機
能、除熱機能及び閉じ込め機能を
いう。以下別記４において同じ。）
を損なわない方法 

・兼用キャスクを基礎等に固定せ
ず、かつ、兼用キャスク蓋部の金
属部への衝突に対してその安全
機能を損なわない方法 

ここで、輸送荷姿（兼用キャスクの
両端に緩衝体を取り付けた状態で
あって、車両運搬（核燃料物質等の
工場又は事業所の外における運搬
に関する規則（昭和５３年総理府令
第５７号）第１条第１号の車両運搬
をいう。）時の荷姿をいう。以下同
じ。）その他の兼用キャスクを基礎
等に固定せず、かつ、緩衝体の装着
等により兼用キャスク蓋部が金属
部へ衝突しない方法により設置す
る場合は、兼用キャスク蓋部の金属
部への衝突に対してその安全機能
が損なわれないものとする。 

ただし、兼用キャス
クにあっては、地盤に
より十分に支持されな
くてもその安全機能が
損なわれない方法によ
り設けることができる
ときは、この限りでな
い。 

２ 第４条に規定する「安全機
能が損なわれない方法」とは、
設置許可基準規則第３条第１
項の方法をいう。 

設計：特定兼用キャスクは、
緩衝体が装着できること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
工事：設計の妥当性を示すこ

と 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：緩衝体を装着し

て設置することを設置
変更許可に付する条件
とすること 

・設置変更許可：設置方法の
範囲を緩衝体を装着し
て設置する方法に限定
すること 

 
・型式指定：特定兼用キャス

クに緩衝体を装着でき
る設計であることを示
すこと 

・設工認：緩衝体の装着方法
を示すこと 

― 
（特定兼用キャ
スクを地盤に十
分に支持しない
ため、固定機能
不要のため、対
象外） 

設計：緩衝体は、特定兼用キ
ャスクの蓋部が金属部へ
衝突しないように装着で
きること。金属部とは特定
兼用キャスクの衝突対象
を示し、隣接する特定兼用
キャスク（ただし、緩衝体
は含まれない）、あるいは
周辺施設（架台、基礎等）
の金属部（剛性が高いも
の）を示す。なお、緩衝体
の性能は第四条の規定を
満足するよう定めるもの
とする。 

工事：設計の妥当性を示すこ
と 

 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―（審査対象外） 
 
 
 
・設置変更許可：特定兼用キ

ャスクの蓋部が金属部
へ衝突しないように装
着されるように設計す
ること 

・型式指定：―（審査対象外） 
 
 
 
・設工認：緩衝体の装着状態

において特定兼用キャ
スクの蓋部が金属部へ
衝突しないことを示す
こと 

― 
（特定兼用キャ
スクを地盤に十
分に支持しない
ため、固定機能
不要のため、対
象外） 

各蛍光色について： 
灰色：対象設置方法では対象外 青色：規則の要求事項 薄緑色：兼用キャスク 黄色：安全機能 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
 ２ 耐震重要施設及び兼

用キャスクは、変形した
場合においてもその安
全機能が損なわれるお
それがない地盤に設け
なければならない。 

２ 第３条第２項については、本規
程別記１第３条第２項のとおりと
する。また、輸送荷姿その他の兼
用キャスクを基礎等に固定せず、
かつ、緩衝体の装着等により兼用
キャスク蓋部が金属部へ衝突しな
い方法により設置する場合は、地
盤が変形した場合においてもその
安全機能が損なわれるおそれがな
いものとする。 

― ― 同上 同上 同上 同上 

 ３ 耐震重要施設及び兼
用キャスクは、変位が生
ずるおそれがない地盤
に設けなければならな
い。ただし、兼用キャス
クにあっては、地盤に変
位が生じてもその安全
機能が損なわれない方
法により設けることが
できるときは、この限り
でない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 第３条第３項については、本規
程別記１第３条第３項のとおりと
する。また、輸送荷姿その他の兼
用キャスクを基礎等に固定せず、
かつ、緩衝体の装着等により兼用
キャスク蓋部が金属部へ衝突しな
い方法により設置する場合は、そ
の安全機能が損なわれないものと
する。 

― ― 同上 同上 同上 同上 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
地 
震 
に 
よ 
る 
損 
傷 
の 
防 
止 

第四条 
設計基準対象施設は、

地震力に十分に耐えるこ
とができるものでなけれ
ばならない。 

 
別記２のとおりとする。ただし、炉
心内の燃料被覆材の放射性物質の
閉じ込めの機能については以下の
とおりとし、兼用キャスク貯蔵施
設については別記４のとおりとす
る。 
 
別記４ 第４条 
１ 周辺施設を設置する場合、第４
条第１項に規定する「地震力に十
分に耐えること」を満たすために、
当該周辺施設は、静的地震力に対
しておおむね弾性状態に留まる範
囲で耐えること。その際、以下のと
おりとすること。 
一 耐震設計については、本規程別
記２第４条第３項第３号の規定を
準用すること。 
 
別記２ 第４条 
３ 第４条第１項に規定する「地震
力に十分に耐えること」を満たす
ために、耐震重要度分類の各クラ
スに属する設計基準対象施設の耐
震設計に当たっては、以下の方針
によること。 
三 Ｃクラス 
・静的地震力に対しておおむね弾
性状態に留まる範囲で耐えるこ
と。 
・建物・構築物については、常時作
用している荷重及び運転時に作用
する荷重と静的地震力を組み合わ
せ、その結果発生する応力に対し
て、建築基準法等の安全上適切と
認められる規格及び基準による許
容応力度を許容限界とすること。 
・機器・配管系については、通常運
転時、運転時の異常な過渡変化時
の荷重と静的地震力を組み合わ
せ、その結果発生する応力に対し
て、応答が全体的におおむね弾性
状態に留まること。 

第五条 
設計基準対象施設

は、 

 
１ 第１項の規定は、設置許可
基準規則第４条第１項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、 

― 
（周辺施設への要求のため、
対象外） 

― 
（周辺施設への
要求のため、対象
外） 

― 
（特定兼用キャスクの地震
力に対する固定機能を要求
しないため、対象外） 

― 
（特定兼用キャ
スクの地震力に
対する固定機能
を要求しないた
め、対象外） 

 ２ 前項の地震力は、地震
の発生によって生ずる
おそれがある設計基準
対象施設の安全機能の
喪失に起因する放射線
による公衆への影響の
程度に応じて算定しな
ければならない。 

別記４ 第４条第１項 
二 第４条第２項の規定による地震
力の算定については、本規程別記
２第４条第４項第２号の規定（Ｃ
クラスに属する施設に適用される
ものに限る。）を準用すること。 
 
別記２第４条 
４ 第４条第２項に規定する「地震
力」の「算定」に当たっては、以下
に示す方法によること。 
二 静的地震力 
②機器・配管系 
 ・耐震重要度分類の各クラスの地
震力は、上記①に示す地震層せん断
力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分
類に応じた係数を乗じたものを水
平震度とし、当該水平震度及び上記
①の鉛直震度をそれぞれ２０％増
しとした震度より求めること。  
・なお、水平地震力と鉛直地震力は
同時に不利な方向の組合せで作用
させること。ただし、鉛直震度は高
さ方向に一定とすること。 なお、
上記①及び②において標準せん断
力係数Ｃ０等を０．２以上としたこ
とについては、発電用原子炉設置者
に対し、個別の建物・構築物、機器・
配管系の設計において、それぞれの
重要度を適切に評価し、それぞれに
対し適切な値を用いることにより、
耐震性の高い施設の建設等を促す
ことを目的としている。耐震性向上
の観点からどの施設に対してどの
程度の割増し係数を用いれば良い
かについては、設計又は建設に関わ
る者が一般産業施設及び公共施設
等の耐震基準との関係を考慮して
設定すること。 

これに作用する地震力
（設置許可基準規則第
四条第二項の規定によ
り算定する地震力をい
う。）による損壊により
公衆に放射線障害を及
ぼさないように施設し
なければならない。 

設計基準対象施設が、設置許可
基準規則第４条第２項の地震
力に対し、施設の機能を維持し
ていること又は構造強度を確
保していることをいう。 

同上 同上 同上 同上 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
 ３ 耐震重要施設は、その

供用中に当該耐震重要
施設に大きな影響を及
ぼすおそれがある地震
による加速度によって
作用する地震力（以下
「基準地震動による地
震力」という。）に対して
安全機能が損なわれる
おそれがないものでな
ければならない。 

 ２ 耐震重要施設（設置
許可基準規則第三条第
一項に規定する耐震重
要施設をいう。以下同
じ。）は、基準地震動に
よる地震力（設置許可
基準規則第四条第三項
に規定する基準地震動
による地震力をいう。
以下同じ。）に対してそ
の安全性が損なわれる
おそれがないように施
設しなければならな
い。 

２ 第２項の規定は、設置許可
基準規則第４条第３項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、耐震重要施
設が、設置許可基準規則第４条
第３項の基準地震動による地
震力に対し、施設の機能を維持
していること又は構造強度を
確保していることをいう。 
３ 動的機器に対する「施設の
機能を維持していること」と
は、基準地震動による応答に対
して、当該機器に要求される機
能を保持することをいう。具体
的には、当該機器の構造、動作
原理等を考慮した評価を行う
こと、既往研究で機能維持の確
認がなされた機能確認済加速
度等を超えていないことを確
認することをいう。 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設へ
の要求のため、
対象外) 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設
への要求のた
め、対象外) 

 ４ 耐震重要施設は、前項
の地震の発生によって
生ずるおそれがある斜
面の崩壊に対して安全
機能が損なわれるおそ
れがないものでなけれ
ばならない。 

 ３ 耐震重要施設が設
置許可基準規則第四条
第三項の地震により生
ずる斜面の崩壊により
その安全性が損なわれ
るおそれがないよう、
防護措置その他の適切
な措置を講じなければ
ならない。 

４ 第３項の規定は、設置許可
基準規則第４条第４項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、設置許可基
準規則第４条第３項の地震に
より斜面の崩壊が生じるおそ
れがある場合には、耐震重要施
設の安全性を損なわないよう、
敷地内土木工作物による斜面
の保持等の措置を講ずること
及びその機能を維持している
ことをいう。 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設へ
の要求のため、
対象外) 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設
への要求のた
め、対象外) 

 ５ 炉心内の燃料被覆材
は、基準地震動による地
震力に対して放射性物
質の閉じ込めの機能が
損なわれるおそれがな
いものでなければなら
ない。 

 ４ 炉心内の燃料被覆
材は、基準地震動によ
る地震力に対して放射
性物質の閉じ込めの機
能が損なわれるおそれ
がないように施設しな
ければならない。 

５ 第４項に規定する「基準地
震動による地震力に対して放
射性物質の閉じ込めの機能が
損なわれるおそれがない」と
は、通常運転時及び運転時の異
常な過渡変化時に生じるそれ
ぞれの荷重と基準地震動によ
る地震力を組み合わせた荷重
条件により塑性ひずみが生じ
る場合であっても、その量が小
さなレベルに留まって破断延
性限界に十分な余裕を有し、放
射性物質の閉じ込めの機能に
影響を及ぼさないことをいう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 
(炉心内の燃料被覆材への要
求のため、対象外) 

― 
(炉心内の燃料被
覆材への要求の
ため、対象外) 

― 
(炉心内の燃料被覆材への要
求のため、対象外) 

― 
(炉心内の燃料
被覆材への要求
のため、対象外) 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
 ６ 兼用キャスクは、次の

いずれかの地震力に対
して安全機能が損なわ
れるおそれがないもの
でなければならない。 

 
一 兼用キャスクが地震

力により安全機能を損
なうかどうかをその設
置される位置のいかん
にかかわらず判断する
ために用いる合理的な
地震力として原子力規
制委員会が別に定める
もの 

二 基準地震動による地
震力 

２ 第４条第６項に規定する「安全
機能が損なわれるおそれがないも
のでなければならない」ことを満
たすために、兼用キャスクの設計
に当たっては、以下の方針による
こと。 
一 第６項に規定する地震力（以下
「第６項地震力」という。）に対し
て、その安全機能が損なわれるお
それがないものであること。 
ただし、輸送荷姿により設置す

る場合は第６項地震力によって安
全機能が損なわれるおそれがない
ものとし、輸送荷姿以外の兼用キ
ャスクを基礎等に固定せず、かつ、
緩衝体の装着等により兼用キャス
ク蓋部が金属部へ衝突しない方法
により設置する場合は、第６項地
震力による兼用キャスク蓋部の金
属部への衝突に対してその安全機
能が損なわれるおそれがないもの
とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

５ 兼用キャスクは、設
置許可基準規則第四
条第六項に規定する
地震力に対してその
安全性が損なわれる
おそれがないように
施設しなければなら
ない。 

６ 第５項の規定は、設置許可
基準規則第４条第６項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、兼用キャス
クが、同項の地震力に対し、施
設の機能を維持していること
又は構造強度を確保している
ことをいう。 

設計：特定兼用キャスクには
自重その他の貯蔵時に想
定される荷重と第６項地
震力による特定兼用キャ
スク蓋部への衝突による
荷重を設定すること 

工事：設計条件の妥当性を示
し、その設計条件におい
て、特定兼用キャスクの安
全機能に影響を及ぼさな
いこと 

 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：緩衝体により、

特定兼用キャスクの損
傷を防止できる設計基
準は、自重その他の貯蔵
時に想定される荷重（熱
荷重、圧力、初期締め付
け力）に特定兼用キャス
ク蓋部への衝突（兼用キ
ャスクが受ける加速度
あるいは荷重）を組み合
わせた設計荷重条件に
対して、当該特定兼用キ
ャスクに要求される安
全機能を保持する方針
であること 

・設置変更許可：型式証明と
同じ設計方針を条件と
して付すること 

・型式指定：型式証明で設定
された設計荷重条件が
妥当であること。その設
計荷重条件において、密
封容器（胴、一次蓋、一
次蓋ボルト）とバスケッ
トは、供用状態Ｄを満足
すること 

・設工認：型式指定と同じ設
計であることを条件と
して付すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 
（兼用キャスク
の地震力に対す
る固定機能を要
求しないため、
対象外） 

設計：緩衝体は、特定兼用キ
ャスクに装着し、衝突時の
エネルギーを吸収して特
定兼用キャスクの損傷を
防止できるものであるこ
と 

工事：設計条件の妥当性を示
すこと 

 
 
 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：緩衝体は、

衝突時のエネルギーを
吸収して特定兼用キャ
スクの損傷を防止する
設計方針であること。ま
た、周辺施設設計におい
て、地震力が作用した場
合の衝突時のエネルギ
ー（位置エネルギー及び
運動エネルギー、衝突面
を剛体と仮定）を設定す
る方針であること。ま
た、特定兼用キャスク蓋
部への衝突は、緩衝体に
よって、型式証明で設定
して設計荷重条件を満
足させる設計方針であ
ること。 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：設置変更許可で設

定された衝突時のエネ
ルギーが妥当であるこ
と。その衝突時のエネル
ギーを吸収できる緩衝
体設計であること 

― 
（特定兼用キャ
スクの地震力に
対する固定機能
を要求しないた
め、対象外） 

  二 兼用キャスクについては、自重
その他の貯蔵時に想定される荷重
と第６項地震力を組み合わせた荷
重条件に対して、当該兼用キャス
クに要求される機能を保持するこ
と。また、上記により求められる荷
重により塑性ひずみが生じる場合
であっても、その量が小さなレベ
ルに留まって破断延性限界に十分
な余裕を有し、当該兼用キャスク
に要求される機能に影響を及ぼさ
ないこと。ただし、兼用キャスクの
閉じ込め機能を担保する部位は、
上記の荷重条件に対しておおむね
弾性状態に留まる範囲で耐えるこ
と。 
 

― ― 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
  三 兼用キャスクは、周辺施設から

の波及的影響によって、その安全
機能を損なわないように設計する
こと。この波及的影響の評価に当
たっては、敷地全体を俯瞰した調
査・検討の内容等を含めて、事象選
定及び影響評価の結果の妥当性を
示すとともに、第６項地震力を適
用すること。また、上記の「兼用キ
ャスクは、周辺施設からの波及的
影響によって、その安全機能を損
なわない」を満たすために、少なく
とも次に示す事項について、兼用
キャスクがその安全機能を損なわ
ないことを確認すること。 
・設置地盤、地震応答性状の相違等
に起因する相対変位又は不等沈
下による影響 

・兼用キャスク間の相互影響 
・兼用キャスクと周辺施設との相
互影響（周辺施設の損傷、転倒、
落下等による兼用キャスクへの
影響を含む。） 

 

― ― 設計：特定兼用キャスクと周
辺施設との相互影響によ
って、特定兼用キャスクの
安全機能を損なわない設
計であること 

工事：設計の妥当性を示すこ
と。応急復旧による回復に
期待する場合については
手順及び実施体制を整備
すること 

 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：特定兼用キ

ャスクと周辺施設との
相互影響に対して、特定
兼用キャスクの安全機
能を損なわない設計方
針であること。 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：特定兼用キャスク

と周辺施設との相互影
響に対して、特定兼用キ
ャスクの密封容器とバ
スケットは供用状態Ｄ
の設計基準を満足する
こと。応急復旧による回
復に期待する場合につ
いては手順及び実施体
制を整備すること 

同左 設計：特定兼用キャスクと周
辺施設との相互影響によ
って、特定兼用キャスクの
安全機能を損なわない設
計であること 

工事：設計の妥当性を示すこ
と 

 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：特定兼用キ

ャスクと周辺施設との
相互影響に対して、兼用
キャスクの安全機能を
損なわない設計方針で
あること 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：特定兼用キャスク

と周辺施設との相互影
響に対して、特定兼用キ
ャスクが供用状態Ｄの
設計基準を満足するよ
うな周辺施設設計であ
ること 

同左 

  ３ 第６項地震力の設定に当たって
は、以下の方針によること。 

一 第１号に規定する「兼用キャス
クが地震力により安全機能を損
なうかどうかをその設置される
位置のいかんにかかわらず判断
するために用いる合理的な地震
力として原子力規制委員会が別
に定めるもの」については、次の
とおりとする。 

・兼用キャスクが安全機能を損な
うかどうかをその設置される位
置のいかんにかかわらず判断す
るために用いる地震力等を定め
る告示（平成３１年原子力規制委
員会告示第２号。以下「兼用キャ
スク告示」という。）第１条によ
るものとする。 

・水平地震力及び鉛直地震力につ
いては、同時に不利な方向の組合
せで作用させること。 
二 第２号に規定する「基準地震動」
の策定に当たっては、本規程別記
２第４条第５項の方針によるこ
と。 
三 第２号に規定する「基準地震動
による地震力」の算定に当たって
は、本規程別記２第４条第７項の
方法によること。 

― ― ― 
(第６項地震力の設定方法の
ため、対象外) 

― 
(第６項地震力の
設定方法のた
め、対象外) 

― 
(第６項地震力の設定方法の
ため、対象外) 

― 
(第６項地震力
の設定方法の
ため、対象外) 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 貯蔵用緩衝体*2 貯蔵架台等*3 
 ７ 兼用キャスクは、地震

の発生によって生ずる
おそれがある斜面の崩
壊に対して安全機能が
損なわれるおそれがな
いものでなければなら
ない。 

４ 第４条第７項に規定する「安全
機能が損なわれるおそれがない
ものでなければならない」ことを
満たすために、兼用キャスクの周
辺斜面について、基準地震動によ
る地震力を作用させた安定解析
を行い、崩壊のおそれがないこと
を確認するとともに、崩壊のおそ
れがある場合には、当該部分の除
去、敷地内土木工作物による斜面
の保持等の措置を講ずることに
より、兼用キャスクの安全機能が
損なわれるおそれがないように
すること。また、安定解析に当た
っては、次の方針によること。 

一 安定性の評価対象は、兼用キャ
スクが設置される場所を考慮し、
兼用キャスクに影響を与えるお
それのある斜面とすること。 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区
分、液状化の可能性、地下水の影
響等を考慮して、すべり安全率等
により評価すること。 

三 評価に用いる地盤モデル、地盤
パラメータ、地震力の設定等は、
基礎地盤の支持性能の評価に準
じて行うこと。特に地下水の影響
に留意すること。 

６ 兼用キャスクが設
置許可基準規則第四
条第七項の地震によ
り生ずる斜面の崩壊
によりその安全性が
損なわれるおそれが
ないよう、防護措置そ
の他の適切な措置を
講じなければならな
い。 

７ 第６項の規定は、設置許可
基準規則第４条第７項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、同項の斜面
の崩壊が生じるおそれがある
場合には、兼用キャスクの安全
性を損なわないよう、敷地内土
木工作物による斜面の保持等
の措置を講ずること及びその
機能を維持していることをい
う。 

設計：特定兼用キャスクに対
する斜面の崩壊の影響を
評価し、特定兼用キャスク
の安全機能を損なわない
ような設計とすること 

工事：評価の妥当性を示すこ
と。応急復旧による回復に
期待する場合については
手順及び実施体制を整備
すること 

 
許認可等申請における特記
事項：  
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：特定兼用キ
ャスクに対する斜面の崩
壊の影響の有無、ある場合
は、その影響を設定するこ
と。 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：特定兼用キャスク
に対する斜面の崩壊の影
響を評価し、特定兼用キャ
スクの密封容器とバスケ
ットは供用状態Ｄの設計
基準を満足すること。応急
復旧による回復に期待す
る場合については手順及
び実施体制を整備するこ
と 

同左 ― 
（特定兼用キャスクに対す
る要求のため、対象外） 

― 
（特定兼用キャ
スクに対する要
求のため、対象
外） 
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表２ 設置方法⑤の設備に対する規則への適合性（地盤と地震） ［なお、ハッチング箇所は、設置方法⑤への要求事項ではないとみなす］ 

 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 
本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 

貯蔵用緩衝体
*2 

貯蔵架台等*3 

設 
計 
基 
準 
対 
象 
施 
設 
の 
地 
盤 

第三条 
設計基準対象施設は、

次条第二項の規定により
算定する地震力（設計基
準対象施設のうち、地震
の発生によって生ずるお
それがあるその安全機能
の喪失に起因する放射線
による公衆への影響の程
度が特に大きいもの（以
下「耐震重要施設」とい
う。）及び兼用キャスクに
あっては、同条第三項に
規定する基準地震動によ
る地震力を含む。）が作用
した場合においても当該
設計基準対象施設を十分
に支持することができる
地盤に設けなければなら
ない。 

第３条 
別記１のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、兼用キャスク及びその周辺
施設（以下「兼用キャスク貯蔵施設」
という。）については、別記４とお
りとする。 

第四条 
設計基準対象施設

は、設置許可基準規則
第三条第一項の地震力
が作用した場合におい
ても当該設計基準対象
施設を十分に支持する
ことができる地盤に施
設しなければならな
い。 

第４条 
１ 第４条に規定する「十分に
支持することができる」とは、
実用発電用原子炉及びその附
属施設の位置、構造及び設備の
基準に関する規則（平成２５年
原子力規制委員会規則第５号。
以下「設置許可基準規則」とい
う。）第３条第１項の規定に基
づき設置許可で確認した設計
方針に基づき、設計基準対象施
設について、以下のいずれかを
満たすことをいう。 
一 兼用キャスク貯蔵施設以外
の設計基準対象施設にあって
は、自重や運転時の荷重等に加
え、設置許可基準規則第３条第
１項の地震力の各クラスに応
じて設置許可基準規則第４条
第２項の規定により算定する
地震力が作用した場合におい
ても、接地圧に対する十分な支
持力を有すること。 

    

  別記４ 第３条 
１ 第３条第１項に規定する「設計
基準対象施設を十分に支持するこ
とができる」とは、兼用キャスク貯
蔵施設について、自重その他の貯蔵
時に想定される荷重に加え、第４条
第２項の規定により算定する地震
力（兼用キャスクにあっては、基準
地震動による地震力を含む。）が作
用した場合においても、接地圧に対
する十分な支持力を有する設計で
あることをいう。 
なお、兼用キャスクについては、上
記に加え、基準地震動による地震力
が作用することによって弱面上の
ずれ等が発生しないことを含め、基
準地震動による地震力に対する支
持性能が確保されていることを確
認することが含まれる。 
 
また、「安全機能が損なわれない方
法」とは、以下のいずれかの方法を
いう。 
・兼用キャスクを基礎等に固定し、
かつ、基準地震動による地震力が
地盤に作用することによりその
安全機能（第１６条第２項第１号
ハ及び第４項第１号から第３号
までに示す臨界防止機能、遮蔽機
能、除熱機能及び閉じ込め機能を
いう。以下別記４において同じ。）
を損なわない方法 

  
二 兼用キャスク貯蔵施設にあ
っては、自重その他の貯蔵時に
想定される荷重に加え、設置許
可基準規則第４条第２項の規
定により算定する地震力（兼用
キャスクにあっては、基準地震
動による地震力を含む。）が作
用した場合においても、接地圧
に対する十分な支持力を有す
ること。 

設計： 
・特定兼用キャスクは(トラ

ニオンを介して)貯蔵架台
を介して基礎等に固定で
きること 

・貯蔵架台に固定した状態
で、自重及び基準地震動に
よる地震力が作用した場
合においても、設置圧に対
して十分な支持力を有す
る設計であること 

 
 
工事： 
・設計の妥当性を示すこと 
 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：兼用キャスクの
支持構造を示すこと。 

・設置変更許可：地盤の安定
性評価を行い、特定兼用キ
ャスクを十分に支持できる
地盤に設置する方針である
こと 

・型式指定：―(審査範囲外) 
・設工認：兼用キャスクは自
身を支持できる構造である
こと。安定性評価の妥当性
を示すこと 

 
同左 
 

― 設計： 
・特定兼用キャスクを
（トラニオンを介し
て)を固定でき、自身を
基礎等に固定できるこ
と 

・特定兼用キャスクを固
定した状態で、貯蔵架
台の自重及び基準地震
動による地震力が作用
した場合においても、
設置圧に対して十分な
支持力を有する設計で
あること 

工事： 
・設計の妥当性を示すこ
と 

 
許認可等申請における特
記事項： 
・型式証明：―(審査範囲
外) 

・設置変更許可：貯蔵架
台の支持構造を示すこ
と。地盤の安定性評価を
行い、貯蔵架台等を十分
に支持できる地盤に設
置する方針であること 

 
・型式指定：―(審査範囲
外) 

・設工認：貯蔵架台は特
定兼用キャスクを支持
できる構造であるこ
と。安定性評価の妥当
性を示すこと 

 ただし、兼用キャスク
にあっては、地盤により
十分に支持されなくても
その安全機能が損なわれ
ない方法により設けるこ
とができるときは、この
限りでない。 

・兼用キャスクを基礎等に固定せ
ず、かつ、兼用キャスク蓋部の金
属部への衝突に対してその安全
機能を損なわない方法 

ここで、輸送荷姿（兼用キャスクの
両端に緩衝体を取り付けた状態で
あって、車両運搬（核燃料物質等の
工場又は事業所の外における運搬
に関する規則（昭和５３年総理府令
第５７号）第１条第１号の車両運搬
をいう。）時の荷姿をいう。以下同
じ。）その他の兼用キャスクを基礎
等に固定せず、かつ、緩衝体の装着
等により兼用キャスク蓋部が金属
部へ衝突しない方法により設置す
る場合は、兼用キャスク蓋部の金属
部への衝突に対してその安全機能
が損なわれないものとする。 

ただし、兼用キャス
クにあっては、地盤に
より十分に支持されな
くてもその安全機能が
損なわれない方法によ
り設けることができる
ときは、この限りでな
い。 

２ 第４条に規定する「安全機
能が損なわれない方法」とは、
設置許可基準規則第３条第１
項の方法をいう。 

― ― ― ― 

各蛍光色について： 
灰色：対象設置方法では対象外 青色：規則の要求事項 薄緑色：兼用キャスク 黄色：安全機能 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 
本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 

貯蔵用緩衝体
*2 

貯蔵架台等*3 

 ２ 耐震重要施設及び兼
用キャスクは、変形した
場合においてもその安
全機能が損なわれるお
それがない地盤に設け
なければならない。 

２ 第３条第２項については、本規
程別記１第３条第２項のとおりと
する。また、輸送荷姿その他の兼
用キャスクを基礎等に固定せず、
かつ、緩衝体の装着等により兼用
キャスク蓋部が金属部へ衝突しな
い方法により設置する場合は、地
盤が変形した場合においてもその
安全機能が損なわれるおそれがな
いものとする。 
 
別記１ 第３条 
２ 第３条第２項に規定する「変形」
とは、地震発生に伴う地殻変動に
よって生じる支持地盤の傾斜及び
撓み並びに地震発生に伴う建物・
構築物間の不等沈下、液状化及び
揺すり込み沈下等の周辺地盤の変
状をいう。 
・・・（省略）・・・ 

― ― 設計： 
・貯蔵架台に固定した状態

で、変形しない地盤に設置
できること 

 
工事： 
・設計の妥当性を示すこと 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―(審査範囲外) 
・設置変更許可：特定兼用キ
ャスクを設置する地盤が変
形しないことを示す方針で
あること 

・型式指定：―(審査範囲外) 
・設工認：安定性評価の妥当
性を示すこと 

同左 ― 設計： 
・特定兼用キャスクを固
定した状態で、変形し
ない地盤に設置できる
こと 

 
工事： 
・設計の妥当性を示すこ
と 

 
許認可等申請における特
記事項： 
・型式証明：―(審査範囲
外) 

・設置変更許可：貯蔵架
台等を設置する地盤が
変形しないことを示す
方針であること 

・型式指定：―(審査範囲
外) 

・設工認：安定性評価の
妥当性を示すこと 

 ３ 耐震重要施設及び兼
用キャスクは、変位が生
ずるおそれがない地盤
に設けなければならな
い。ただし、兼用キャス
クにあっては、地盤に変
位が生じてもその安全
機能が損なわれない方
法により設けることが
できるときは、この限り
でない。 
 

３ 第３条第３項については、本規
程別記１第３条第３項のとおりと
する。また、輸送荷姿その他の兼
用キャスクを基礎等に固定せず、
かつ、緩衝体の装着等により兼用
キャスク蓋部が金属部へ衝突しな
い方法により設置する場合は、そ
の安全機能が損なわれないものと
する。 
 
別記１ 第３条 
３ 第３条第３項に規定する「変位」
とは、将来活動する可能性のある
断層等が活動することにより、地
盤に与えるずれをいう。また、同
項に規定する「変位が生ずるおそ
れがない地盤に設け」るとは、耐
震重要施設が将来活動する可能性
のある断層等の露頭がある地盤に
設置することをいう。 
・・・（省略）・・・ 

― ― 設計： 
・貯蔵架台に固定した状態

で、変位が生じるおそれの
ない地盤に設置できるこ
と 

 
工事： 
・設計の妥当性を示すこと 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―(審査範囲外) 
・設置変更許可：特定兼用キ
ャスクを設置する地盤が変
位の生じるおそれがないこ
とを示す方針であること 

・型式指定：―(審査範囲外) 
・設工認：安定性評価の妥当
性を示すこと 

同上 ― 設計： 
・特定兼用キャスクを固
定した状態で、変位が
生じるおそれのない地
盤に設置できること 

 
工事： 
・設計の妥当性を示すこ
と 

 
許認可等申請における特
記事項： 
・型式証明：―(審査範囲
外) 

・設置変更許可：貯蔵架
台等を設置する地盤が
変位の生じるおそれが
ないことを示す方針で
あること 

・型式指定：―(審査範囲
外) 

・設工認：安定性評価の
妥当性を示すこと 

地 
震 
に 
よ 
る 
損 
傷 
の 
防 
止 

第四条 
設計基準対象施設は、

地震力に十分に耐えるこ
とができるものでなけれ
ばならない。 

第４条 
別記２のとおりとする。ただし、炉
心内の燃料被覆材の放射性物質の
閉じ込めの機能については以下の
とおりとし、兼用キャスク貯蔵施設
については別記４のとおりとする。 
 
別記４ 第４条 
１ 周辺施設を設置する場合、第４
条第１項に規定する「地震力に十
分に耐えること」を満たすために、
当該周辺施設は、静的地震力に対
しておおむね弾性状態に留まる範
囲で耐えること。その際、以下のと
おりとすること。 
一 耐震設計については、本規程別
記２第４条第３項第３号の規定を
準用すること。 
 
別記２  第４条 
３ 第４条第１項に規定する「地震
力に十分に耐えること」を満たす
ために、耐震重要度分類の各クラ
スに属する設計基準対象施設の耐
震設計に当たっては、以下の方針
によること。 
三 Ｃクラス 
・・・（省略）・・・ 

第五条 
設計基準対象施設

は、 

第５条 
１ 第１項の規定は、設置許可
基準規則第４条第１項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、 

― 
（周辺施設への要求のため、
対象外） 

― 
（周辺施設への要求
のため、対象外） 

― 設計： 
・特定兼用キャスクを固

定できること 
工事： 
・設計の妥当性を示すこ

と 
 
許認可等申請における特
記事項： 
・型式証明：―(審査範囲
外) 

・設置変更許可：特定兼
用キャスクを固定する
方針であること 

・型式指定：―(審査範囲
外) 

・設工認：特定兼用キャ
スクの固定方法を示す
こと 

  
２ 前項の地震力は、地震
の発生によって生ずる
おそれがある設計基準
対象施設の安全機能の
喪失に起因する放射線
による公衆への影響の
程度に応じて算定しな
ければならない。 

別記４ 第４条 
二 第４条第２項の規定による地震
力の算定については、本規程別記
２第４条第４項第２号の規定（Ｃ
クラスに属する施設に適用される
ものに限る。）を準用すること。 

 
これに作用する地震力
（設置許可基準規則第
四条第二項の規定によ
り算定する地震力をい
う。）による損壊により
公衆に放射線障害を及
ぼさないように施設し
なければならない。 

 
設計基準対象施設が、設置許可
基準規則第４条第２項の地震
力に対し、施設の機能を維持し
ていること又は構造強度を確
保していることをいう。 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 
本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 

貯蔵用緩衝体
*2 

貯蔵架台等*3 

 ３ 耐震重要施設は、その
供用中に当該耐震重要
施設に大きな影響を及
ぼすおそれがある地震
による加速度によって
作用する地震力（以下
「基準地震動による地
震力」という。）に対して
安全機能が損なわれる
おそれがないものでな
ければならない。 

 ２ 耐震重要施設（設置
許可基準規則第三条第
一項に規定する耐震重
要施設をいう。以下同
じ。）は、基準地震動に
よる地震力（設置許可
基準規則第四条第三項
に規定する基準地震動
による地震力をいう。
以下同じ。）に対してそ
の安全性が損なわれる
おそれがないように施
設しなければならな
い。 

２ 第２項の規定は、設置許可
基準規則第４条第３項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、耐震重要施
設が、設置許可基準規則第４条
第３項の基準地震動による地
震力に対し、施設の機能を維持
していること又は構造強度を
確保していることをいう。 
３ 動的機器に対する「施設の
機能を維持していること」と
は、基準地震動による応答に対
して、当該機器に要求される機
能を保持することをいう。具体
的には、当該機器の構造、動作
原理等を考慮した評価を行う
こと、既往研究で機能維持の確
認がなされた機能確認済加速
度等を超えていないことを確
認することをいう。 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設への
要求のため、対象
外) 

― 
(耐震重要施設

への要求の
ため、対象
外) 

― 
(耐震重要施設への要求
のため、対象外) 

 ４ 耐震重要施設は、前項
の地震の発生によって
生ずるおそれがある斜
面の崩壊に対して安全
機能が損なわれるおそ
れがないものでなけれ
ばならない。 

 ３ 耐震重要施設が設
置許可基準規則第四条
第三項の地震により生
ずる斜面の崩壊により
その安全性が損なわれ
るおそれがないよう、
防護措置その他の適切
な措置を講じなければ
ならない。 

４ 第３項の規定は、設置許可
基準規則第４条第４項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、設置許可基
準規則第４条第３項の地震に
より斜面の崩壊が生じるおそ
れがある場合には、耐震重要施
設の安全性を損なわないよう、
敷地内土木工作物による斜面
の保持等の措置を講ずること
及びその機能を維持している
ことをいう。 

― 
(耐震重要施設への要求のた
め、対象外) 

― 
(耐震重要施設への
要求のため、対象
外) 

― 
(耐震重要施設

への要求の
ため、対象
外) 

― 
(耐震重要施設への要求
のため、対象外) 

 ５ 炉心内の燃料被覆材
は、基準地震動による地
震力に対して放射性物
質の閉じ込めの機能が
損なわれるおそれがな
いものでなければなら
ない。 

 ４ 炉心内の燃料被覆
材は、基準地震動によ
る地震力に対して放射
性物質の閉じ込めの機
能が損なわれるおそれ
がないように施設しな
ければならない。 

５ 第４項に規定する「基準地
震動による地震力に対して放
射性物質の閉じ込めの機能が
損なわれるおそれがない」と
は、通常運転時及び運転時の
異常な過渡変化時に生じるそ
れぞれの荷重と基準地震動に
よる地震力を組み合わせた荷
重条件により塑性ひずみが生
じる場合であっても、その量
が小さなレベルに留まって破
断延性限界に十分な余裕を有
し、放射性物質の閉じ込めの
機能に影響を及ぼさないこと
をいう。 
 

― 
(炉心内の燃料被覆材への要
求のため、対象外) 

― 
(炉心内の燃料被覆
材への要求のた
め、対象外) 

― 
(炉心内の燃料

被覆材への
要求のため、
対象外) 

― 
(炉心内の燃料被覆材へ
の要求のため、対象外) 

 ６ 兼用キャスクは、次の
いずれかの地震力に対
して安全機能が損なわ
れるおそれがないもの
でなければならない。 

 
一 兼用キャスクが地震

力により安全機能を損
なうかどうかをその設
置される位置のいかん
にかかわらず判断する
ために用いる合理的な
地震力として原子力規
制委員会が別に定める
もの 

二 基準地震動による地
震力 
 

２ 第４条第６項に規定する「安全
機能が損なわれるおそれがないも
のでなければならない」ことを満
たすために、兼用キャスクの設計
に当たっては、以下の方針による
こと。 
一 第６項に規定する地震力（以下
「第６項地震力」という。）に対し
て、その安全機能が損なわれるお
それがないものであること。 

ただし、輸送荷姿により設置す
る場合は第６項地震力によって安
全機能が損なわれるおそれがない
ものとし、輸送荷姿以外の兼用キ
ャスクを基礎等に固定せず、かつ、
緩衝体の装着等により兼用キャス
ク蓋部が金属部へ衝突しない方法
により設置する場合は、第６項地
震力による兼用キャスク蓋部の金
属部への衝突に対してその安全機
能が損なわれるおそれがないもの
とする。 

５ 兼用キャスクは、設
置許可基準規則第四
条第六項に規定する
地震力に対してその
安全性が損なわれる
おそれがないように
施設しなければなら
ない。 

６ 第５項の規定は、設置許可
基準規則第４条第６項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、兼用キャス
クが、同項の地震力に対し、施
設の機能を維持していること
又は構造強度を確保している
ことをいう。 

設計： 
・特定兼用キャスクには自重

その他の貯蔵時に想定さ
れる荷重と第６項第一号
の地震力による地震力を
組み合わせた荷重を設定
すること 

 
工事： 
・設計の妥当性を示すこと 
 
 
 
 
 
 
 
 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：特定兼用キャス
クの損傷を防止できる設計

設計： 
・トラニオンには自

重その他の貯蔵時
に想定される荷重
と第６項第一号の
地震力を組み合わ
せた荷重を設定す
ること 

工事： 
・設計条件の妥当性

を示し、その設計
条件において、ト
ラニオンの健全性
が維持され、トラ
ニオンが特定兼用
キャスクから外れ
ないこと 

 
許認可等申請におけ
る特記事項： 
・型式証明：設計基準
は、自重その他の

― 
 

設計： 
・トラニオンを固定でき

ること 
・地盤に設置できること 
・貯蔵架台等には自重そ

の他の貯蔵時に想定さ
れる荷重と第６項第二
号の地震力による地震
力を組み合わせた荷重
を設定すること 

・地震力が作用しても特
定兼用キャスクの支持
構造物としての機能が
損なわれないこと（特
定兼用キャスクが転倒
しないこと） 

工事： 
・設計の妥当性を示すこ

と 
 
許認可等申請における特
記事項： 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 
本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 

貯蔵用緩衝体
*2 

貯蔵架台等*3 

  二 兼用キャスクについては、自重
その他の貯蔵時に想定される荷重
と第６項地震力を組み合わせた荷
重条件に対して、当該兼用キャス
クに要求される機能を保持するこ
と。また、上記により求められる荷
重により塑性ひずみが生じる場合
であっても、その量が小さなレベ
ルに留まって破断延性限界に十分
な余裕を有し、当該兼用キャスク
に要求される機能に影響を及ぼさ
ないこと。ただし、兼用キャスクの
閉じ込め機能を担保する部位は、
上記の荷重条件に対しておおむね
弾性状態に留まる範囲で耐えるこ
と。 

― 
 

― 
 

基準は、自重その他の貯蔵
時に想定される荷重（熱荷
重、圧力、初期締め付け力）
と第６項第一号の地震力を
組み合わせた荷重が作用し
ても特定兼用キャスクに要
求される安全機能を保持す
る方針であること 

・設置変更許可：型式証明と
同じ設計方針であること。 

・型式指定：設計荷重条件に
おいて、密封容器（胴、一
次蓋、一次蓋ボルト）は、
供用状態Ｄを満足するこ
と 

・設工認：型式指定と同じ設
計であること 

貯蔵時に想定され
る荷重と第６項第
一号の地震力を組
み合わせた荷重が
作用してもトラニ
オンの健全性が維
持され、トラニオ
ンが特定兼用キャ
スクから外れない
方針であること 

・設置変更許可：型式
証明と同じ設計方
針であること。 

・型式指定：設計荷重
条件において、ト
ラニオンは、供用
状態Ｄを満足する
こと 

・設工認：型式指定と
同じ設計であるこ
と 

・型式証明：―(審査範囲
外) 

・設置変更許可：基準地
震動を設定し、第６項
第二号の地震力による
地震力が作用しても、
支持構造物としての機
能が損なわれない方針
であること 

・型式指定：―(審査範囲
外) 

・設工認：耐震性評価を
行い、設計・建設規格に
基づく支持構造物の基
準を満足すること 

  三 兼用キャスクは、周辺施設から
の波及的影響によって、その安全
機能を損なわないように設計する
こと。この波及的影響の評価に当
たっては、敷地全体を俯瞰した調
査・検討の内容等を含めて、事象選
定及び影響評価の結果の妥当性を
示すとともに、第６項地震力を適
用すること。また、上記の「兼用キ
ャスクは、周辺施設からの波及的
影響によって、その安全機能を損
なわない」を満たすために、少なく
とも次に示す事項について、兼用
キャスクがその安全機能を損なわ
ないことを確認すること。 
・設置地盤、地震応答性状の相違等
に起因する相対変位又は不等沈
下による影響 

・兼用キャスク間の相互影響 
・兼用キャスクと周辺施設との相
互影響（周辺施設の損傷、転倒、
落下等による兼用キャスクへの
影響を含む。） 

― 
 

― 
 

設計：特定兼用キャスクと周
辺施設との相互影響によ
って、兼用キャスクの安全
機能を損なわない設計で
あること 

工事：設計の妥当性を示すこ
と。応急復旧による回復に
ついては手順及び実施体
制を整備すること 

 
許認可等申請における特記
事項： 
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：特定兼用キ

ャスクと周辺施設との
相互影響に対して、特定
兼用キャスクの安全機
能を損なわないことを
確認する設計方針であ
ること 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：特定兼用キャスク

と周辺施設との相互影
響に対して、特定兼用キ
ャスクの密封容器とバ
スケットは供用状態Ｄ
の設計基準を満足する
こと。応急復旧による回
復については手順及び
実施体制を整備するこ
と 

同左 ― 設計：特定兼用キャスク
と周辺施設との相互影
響によって、特定兼用
キャスクの安全機能を
損なわない設計である
こと 

工事：設計の妥当性を示
すこと 

 
 
許認可等申請における特
記事項： 
・型式証明：―（審査対象

外） 
・設置変更許可：特定兼

用キャスクと周辺施
設との相互影響に対
して、兼用キャスク
の安全機能を損なわ
ない設計方針である
こと 

・型式指定：―（審査対象
外） 

・設工認：特定兼用キャ
スクと周辺施設との相
互影響に対して、特定
兼用キャスクが供用状
態Ｄの設計基準を満足
するような周辺施設設
計であること 

  ３ 第６項地震力の設定に当たって
は、以下の方針によること。 

一 第１号に規定する「兼用キャス
クが地震力により安全機能を損
なうかどうかをその設置される
位置のいかんにかかわらず判断
するために用いる合理的な地震
力として原子力規制委員会が別
に定めるもの」については、次の
とおりとする。 

・兼用キャスクが安全機能を損な
うかどうかをその設置される位
置のいかんにかかわらず判断す
るために用いる地震力等を定め
る告示（平成３１年原子力規制委
員会告示第２号。以下「兼用キャ
スク告示」という。）第１条によ
るものとする。 

・水平地震力及び鉛直地震力につ
いては、同時に不利な方向の組合
せで作用させること。 
二 第２号に規定する「基準地震動」
の策定に当たっては、本規程別記
２第４条第５項の方針によるこ
と。 

三 第２号に規定する「基準地震動
による地震力」の算定に当たって
は、本規程別記２第４条第７項の
方法によること。 

― ― 
 

・型式証明：(別記４)第４条
第３項第一号、第二号に基
づく地震力を適用する設計
方針であること 

・設置変更許可： 
（審査範囲外） 
・型式指定：型式証明で設定
した地震力をを適用して耐
震性評価を行うこと 

・設工認： 
（審査範囲外） 

同左 ― ・型式証明：― 
（審査範囲外） 
・設置変更許可：(別記
４)第４条第３項第二
号、第三号に基づく地
震力を適用する設計方
針であること 

・型式指定：― 
（審査範囲外） 
・設工認：設置変更許可
で設定した地震力を適
用して耐震性評価を行
うこと 
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 設置許可基準規則 技術基準規則 特定兼用キャスクへの要求 周辺施設への要求 

 
本文 解釈 本文 解釈 本体*1 トラニオン 

貯蔵用緩衝体
*2 

貯蔵架台等*3 

 ７ 兼用キャスクは、地震
の発生によって生ずる
おそれがある斜面の崩
壊に対して安全機能が
損なわれるおそれがな
いものでなければなら
ない。 

４ 第４条第７項に規定する「安全
機能が損なわれるおそれがない
ものでなければならない」ことを
満たすために、兼用キャスクの周
辺斜面について、基準地震動によ
る地震力を作用させた安定解析
を行い、崩壊のおそれがないこと
を確認するとともに、崩壊のおそ
れがある場合には、当該部分の除
去、敷地内土木工作物による斜面
の保持等の措置を講ずることに
より、兼用キャスクの安全機能が
損なわれるおそれがないように
すること。また、安定解析に当た
っては、次の方針によること。 

一 安定性の評価対象は、兼用キャ
スクが設置される場所を考慮し、
兼用キャスクに影響を与えるお
それのある斜面とすること。 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区
分、液状化の可能性、地下水の影
響等を考慮して、すべり安全率等
により評価すること。 

三 評価に用いる地盤モデル、地盤
パラメータ、地震力の設定等は、
基礎地盤の支持性能の評価に準
じて行うこと。特に地下水の影響
に留意すること。 

６ 兼用キャスクが設
置許可基準規則第四
条第七項の地震によ
り生ずる斜面の崩壊
によりその安全性が
損なわれるおそれが
ないよう、防護措置そ
の他の適切な措置を
講じなければならな
い。 

７ 第６項の規定は、設置許可
基準規則第４条第７項の規定
に基づき設置許可で確認した
設計方針に基づき、同項の斜面
の崩壊が生じるおそれがある
場合には、兼用キャスクの安全
性を損なわないよう、敷地内土
木工作物による斜面の保持等
の措置を講ずること及びその
機能を維持していることをい
う。 

設計：特定兼用キャスクに対
する斜面の崩壊の影響を
評価し、特定兼用キャスク
の安全機能を損なわない
ような設計とすること 

工事：評価の妥当性を示すこ
と。応急復旧による回復に
ついては手順及び実施体
制を整備すること 

 
許認可等申請における特記
事項：  
・型式証明：―（審査対象外） 
・設置変更許可：特定兼用キ
ャスクに対する斜面の崩壊
の影響の有無、ある場合は、
その影響を設定すること。 

・型式指定：―（審査対象外） 
・設工認：特定兼用キャスク
に対する斜面の崩壊の影
響を評価し、特定兼用キャ
スクの密封容器とバスケ
ットは供用状態Ｄの設計
基準を満足すること。応急
復旧による回復について
は手順及び実施体制を整
備すること 

同左 ― 
（特定兼用キ
ャスクに対す
る 要 求 の た
め、対象外） 

― 
（特定兼用キャスクに対

する要求のため、対象
外） 

注記＊1：胴、蓋、バスケット等  注記：２：取付フランジを含むあるいは一体としたものを含む  注記＊３：貯蔵架台、基礎等 
 




















































































